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１【有価証券報告書の訂正報告書の提出理由】
　2017年６月21日に提出した第130期（自　2016年４月１日　至　2017年３月31日）有価証券報告書の記載事項の一部

に訂正すべき事項がありましたので、これを訂正するため、有価証券報告書の訂正報告書を提出するものです。

 

２【訂正事項】
第一部　企業情報

第５　経理の状況

１　連結財務諸表等

(1）連結財務諸表

注記事項

（リース取引関係）

オペレーティング・リース取引

 

３【訂正箇所】
　訂正箇所は＿＿＿を付して表示しています。

 

第一部【企業情報】

第５【経理の状況】

１【連結財務諸表等】

(1)【連結財務諸表】

【注記事項】

（リース取引関係）

オペレーティング・リース取引

 

（訂正前）

（借主側）

オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係る未経過リース料

 
前連結会計年度

（平成28年３月31日）
当連結会計年度

（平成29年３月31日）

１年以内 81,667百万円 72,375百万円

１年超 264,447　〃 200,694　〃

合計 346,114百万円 273,070百万円

 

（省略）

 

（訂正後）

（借主側）

オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係る未経過リース料

 
前連結会計年度

（平成28年３月31日）
当連結会計年度

（平成29年３月31日）

１年以内 83,130百万円 75,014百万円

１年超 291,470　〃 240,070　〃

合計 374,600百万円 315,085百万円

 

（省略）
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